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2015年までの世界で目標を達成するには、
ジェンダーの平等と脆弱な国家へのさらなる取り組みが必要
世銀・IMFの報告書が指摘
ワシントン、2007年4月13日 — 2015年までに主要な開発目標を達成するには、ジェンダーの平等と脆弱な国家の問題に一丸となって取り組む必要があり、国際社会は8つのミレニアム開発目標を達成するために戦略の拡充を図る必要がある。1つめの目標である貧困の半減については、サブサハラ･アフリカを除いたすべての地域で順調な進展が見られるものの、小児死亡率、疾病抑制、環境の持続可能性に向けた歩みは遅れている。
「グローバル･モニタリング･レポート」の2007年版は、「ジェンダーの平等と脆弱な国家という課題に立ち向かう」をテーマに、開発へのコミットメントとして国際社会が合意したミレニアム開発目標（MDG）の達成に向けた、途上国、先進国、そして国際金融機関（IFI）の貢献を検証している。目標には、１日１ドル未満で生活している人々の比率を1990年から2015年の間に半減させるといったものや、初等教育の完全普及、乳児と妊産婦の死亡率削減、環境の持続可能性確保などがあり、2000年に世界各国の指導者189人により採択された。
堅調な経済成長と政策の強化により、2000年以降、貧困国では新たに3400万人以上の子供たちが初等教育を最後まで受けることができるようになった。また、５億5000万人以上がはしかの予防接種を受け、抗レトロウイルス治療を受けられるHIV感染者の数は2001年の７倍近くに増えた。その一方で、ミレニアム開発目標の達成が極めて困難な国々を数多く抱え、多くの人々が取り残された地域もある。この傾向は、特にサブサハラ・アフリカと南アジアで顕著である。
「貧しい国々の多くが苦汁の決断をして、貧困削減と成長を目指す政策をとるようになっている。だが、それは彼らだけで達成できるものではない。パートナーから、予測可能で安定した援助を効率よく提供してもらう必要がある」とロドリゴ・デ・ラトIMF専務理事は述べた。
本報告書では、ジェンダーの平等と女性にとっての機会の不足と共に、脆弱国家の弱さに光を当てている。執筆者たちは、MDGの３つめに掲げられた「ジェンダーの平等と女性のエンパワーメント」の推進が公正という意味から重要であり、また経済の繁栄のために、さらには貧困の半減、初等教育の完全普及、５歳未満児の死亡率削減といった目標を進展させるためにも、極めて重要であると強調している。
「根強い貧困と女性の機会不平等が、開発と、MDG全体の達成を妨げている。同様に、目標を達成するためには、脆弱な国家に対する緊急の取り組みも必要である」と、世界銀行のポール・ウォルフォウィッツ総裁は述べている。「われわれには、最も貧しい人々の問題に重点的に取り組む一方で、めざましい進展を見せ目標達成に近づいている国々を支援するという、二つの課題がある」
主に途上地域での堅調な成長により、1999－2004年の間に、推定１億3500万人が極度の貧困を脱することができた。同じ期間に、１日１ドル未満で生活している人々のサブサハラ･アフリカにおける比率は、５ポイント近く下がり41％となった。とはいえ、貧困層の絶対数は、主に高い人口増加率のために、３億人近いままだった。2004年までに、１日１ドル未満で生活する貧困層の比率は、他のすべての途上地域で低下し、特に東アジア地域での低下率が最大だった。
ジェンダーの平等と女性のエンパワーメントに向けた歩みにはばらつきがある。さまざまな国家による一致団結した活動の結果、過去10年間に女児の就学率が大きく改善し、貧困国の大半（106カ国中83カ国）において、初等教育就学率での男女格差が改善された。ただし、同じ期間において、経済や政治的意思決定への女性の参画は、それほど向上していない。本報告書では、ドナーとIFIが、ジェンダーの平等に向けた歩みの監視、ならびに女性の機会・権利・発言権の拡大といった面で、より大きな役割を果たすべきであると提言している。
脆弱な国家とは、ガバナンスや制度が特に弱く、紛争や危機が事態をさらに深刻にしていることの多い国家と定義されている。こうした国々にとって、MDG達成に向けた歩みを進めることは大きな課題であり、その多くはMDGを達成できそうにもない。世界の途上国人口の推定9％（４億8500万人）が脆弱な国家で生活しているが、彼らが途上国に暮らす最貧困層に占める割合は27％に上る。また、途上国における小児死亡総数の３分の１が脆弱な国家で発生している。ドナーと国際機関は、このような国々、特に過渡期にあって進歩のチャンスが大きい国々への支援がより効果的に行われるよう、援助のしかたを再考する必要がある。
本年のグローバル・モニタリング・レポートでは、変わりつつある援助のあり方についても検証している。途上国における政策強化を実現させ、先進国が援助の拡充と市場アクセスの改善という約束を果たすことを求めた2002年のモンテレイ合意について、その実施状況が評価されている。また、G８諸国が援助についてのコミットメントをどの程度履行しているか、そして援助効果にかかるパリ宣言（2005年）の実施に向けどういった進展があったかも、評価されている。
世銀チーフエコノミスト兼開発経済担当上級副総裁のフランソワ・ブルギニヨンは「援助の細分化がMDG達成への歩みを妨げている。援助拡大は望ましいが、ドナーとグローバル･ファンドが拡散し、新しいイニシアティブで使途が指定されることで、優先順位にひずみが生じ、途上国の能力に負担がかかっている。援助をより効果的なものにするためには、援助の調整を強化しなければならない」
2005年、開発援助委員会加盟国による政府開発援助（ODA）は1068億ドルに増えたが、増加分の大半は債務削減によるものである。その後2006年にODAは1039億ドルまで減少し、2010年までにアフリカに対する援助を倍増するというG８グレンイーグルズ・サミットでの約束が実現されるかどうか不透明な状況となっている。
「2006年、途上国の大半で、実質的ODAフローにほとんど、あるいはまったく増額がなかった。ドナーが、2010年まで年間援助額を（2004年の水準より）500億ドル増額するという約束を果たすには、この状況を速やかに改善しなければならない。ただし、援助の規模拡大には、MDGを実現するための、技術的に健全で順序だった国別計画が求められる」と、本報告書の主席執筆者マーク･サンドバーグは締めくくっている。
####
ジャーナリストの方々は、解禁前に下記のオンライン･ﾒﾃﾞｨｱ･ﾌﾞﾘｰﾌｨﾝｸﾞ･ｾﾝﾀｰ（OMBC）より報告書をご覧いただけます。
 http://media.worldbank.org/secure
OMBCへアクセスするパスワードをまだ取得されていない方は、下記ウェブサイトでお申し込みください。
 http://media.worldbank.org/
報告書および関連資料は、解禁後に以下のウェブサイトでご覧いただけます。http://www.worldbank.org/gmr2007
世界銀行／グローバル・モニタリング・レポート 2007



PAGE  
世界銀行／グローバル・モニタリング・レポート 2007




